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労働の現代化 
概観 



なぜ労働法の更新が必要になったか 



生産と労働の新しい現実 

デジタル化 

ＩＴ 

グローバル化された物流 

国際サプライチェーンにおける事業の経営 



 いつもと違う出社・退社時間を選びたい。 

 在宅勤務をしたい、変則的な場所で仕事をしたい。 

 一日の勤務時間を多めにして休暇をとりたい。 

 昼食時間を短縮して早めに退社したい。 

 有給休暇を２回以上に分けて取得したい。 

出典: CNI/Ibope 
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生産と労働の新しい現実 



出典： Work for Me, ManPower 

19ヶ国で 

調査した結果 

18～65歳の 

労働者14000人
を対象に 

就職に関する決定
の際、38%の人は柔
軟な勤務時間を主
要な基準にしている。 

ブラジルでは31% 

生産と労働の新しい現実 



生産と労働の新しい現実 

1943年: 統一労働法（CLT） 

- 工業化 

- 都市化 

- 都市部への人口流入 

- 硬直化した法律 

- 限られた交渉余地 

- 負担の重い正規雇用 

- 煩雑な手続きの過多 

- 新しい労働のあり方や労働と生産のニーズに対応し
ていない 

2017年: 74年後 

生産・経済の現実と法律の乖離が 

不利なビジネス環境、競争力の低下及び法的不安定性の要因となっている。 



統一労働法（CLT）の条項    ９００ 

各種特別労働法         ２０００ 

高等労働裁判所の判例要旨    ９００ 

批准されたＩＬＯの条約        ９０ 

（批准数で世界第11位―合計95件） 

通達、省令、労働規則（NR）、技術指示書、その他の細則 

  

以上 

法的安全性の確保 



2015年: 100万の条文と42000の団体労働協定・協約 

1995年-2013年: インフレ率以上の賃金値上げ* 

2008年-2016年: 平均賃金値上げ率 最高に* 

*出典: ウィルソン・アモリン、ブラジルの労組談合、Atlas, 2015 

法的安全性の確保 



法的安全性の確保 

団体交渉の種類 2012年 2013年 2014年 2015年 

団体協定 40,974 41,387 40,703 34,092 

- （うち工業） 17,794 17,977 18,497 15,615 

団体協約 8,442 8,328 7,812 6,619 

- （うち工業） 2,399 2,290 2,184 1,764 

合計 49,416 49,715 48,515 40,711 

- 工業 20,193 20,267 20,681 17,379 

2010年～2016年:  

使用者組合の63%及び労働組合の53%が労使交渉の合意書 
（協定・協約）を結んだ。 



法的安全性の確保 

労働市場の規制モデル 

交渉型 法規制型 

全般的な規定と基本的な
保護のみ  

- 最低賃金 

- 勤務時間の上限 

- 安全・衛生規則 

- 団体交渉 

- 契約は法的効力を持つ 

労働関係における権利・義
務が細微な規則で規定さ
れる。 

業界、地域、企業規模によ
る差異がない。 

交渉余地が限られている。 

例：米国、英国、ドイツ 
例：ブラジル、フランス、ア
ルゼンチン 



ドイツ - 2000年に団体交渉に重点を置いた労働法改正 

- 失業率は2005年の11％から2014年は5％に低下 

- 2017年の失業率は3.9%* 

- 契約のほぼ全ての側面は団体交渉で決められる⇒強固な組合活
動と成熟した労使関係のあらわれ。  

*出典: Trading Economics 

法的安全性の確保 

米国 - 交渉余地が広範かつ自由で、「最終的な利益」を重視するのが
特徴。「結果主義の組合活動」としても知られる。  

カナダ - カナダ型団体交渉は自主性に重点を置き、労使が業界の特性に
よりルール決めできることを法で保証している。 



正規雇用の5人あたり 

1件の労働訴訟が存在す
る。 

出典: 司法の統計数値 2015 (CNJ), RAIS 2015 – CNI作成 

正規雇用労働
者人口4810万人 

労働訴訟910万件 

労働省データ（RAIS 2015）と全国司法
評議会発表の2015年データ（CNJ 2016）
の比較より。 

法的安全性の確保 



失業者 

1000万人   
新規労働訴訟

410万件 

失業 

紛争 

統一労働法(CLT)

の規定に該当しな
いの労働者が
49.7% 

非公式化 

出典:司法の統計数値 2016 (CNJ), PNAD 2015 – CNI作成 

国勢調査データ（ PNAD 2015 ）と全国司
法評議会発表の2015年データ（CNJ 

2016）の比較より。 
2015年 

法的安全性の確保 



出典: ルシアノ･ダ･ロス, ブラジルの司法コスト：比較分析（O custo da Justiça no Brasil: uma análise comparativa exploratória, The Observatory of Social and Political Elites of 
Brazil, v, 2 ▪ n, 9 ▪ julho, 2015） 
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法的安全性の確保 

司法府 総支出の対ＧＤＰ比（％） 



出典:司法の統計数値 2017 (CNJ) 

1.4% 

2.5% 

R$ 411.73 

対ＧＤＰ比 

2016年の連邦、州、自治体の
総歳出額比 

国民一人当たり 

法的安全性の確保 



ビジネス環境整備 

ブラジルは競争力で第１６位 

諸手続きの煩雑さ、法的安全性および給与設定ルールの決め易さでは第１７位 

出典: CNI 



ビジネス環境整備 

 

要約すると、 

1- 138カ国中 第80位  

2- 5年間で順序が32位も低下 

3- 過去20年間の最低水準 

出典 The Global Competitiveness Index 2016/2017 



ビジネス環境整備 

ブラジルにおける
ビジネス展開の
問題点ランキング
⇒労働市場の規
制が過剰なこと。 

- 投資機会、そしてこれに伴う雇用創出
の機会が大量に損失。 

 

- 労働法に起因する使用者の負担コスト
は対ＧＤＰ比0.56％の370億レアル。 

出典: サンタンデール銀行、非公式な労働市場と法的不安定性（Estudo Informalidade e Insegurança Jurídica, 2017） 

2位 



ビジネス環境整備 

手続き過多 

- 枠組が非効率
的 

- ニーズに対して
無関心 

交渉 

- 枠組が最適 

 

- ニーズごとに適
切な解決 

 
 

 
 



以上により、 

 官僚的な手続の軽減 
 法的安全性の確保 
 新しい生産と労働のあり方に法律を適合させること 
 ビジネス環境の改善 

を前提とした労働法の更新が優先課題に 

なっていった。 
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法案審議の流れ 



労使協議の重視 新しい生産と労働の 
あり方の認識 

不要な諸手続きの軽減 法的安全性の強化 

憲法で保証された労働者の権利はいずれも消滅あるいは縮小されていない。 
第13ヶ月給与、有給休暇、FGTS（勤続年限積立金）、母親と父親の産休、週次有給休日 

前 提 



43  

新規 

9  

廃止 

54  

改正 

ＣＬＴ条文
922中 

106カ所 

+ 5  
法律第6,019/74号 

労働特別法に
調整 

結果 



テーマ 

団体交渉 

» 交渉結果が法律に優先する 
» 失効後の効力（Ultratividade） 

 

個別交渉 
 

労働契約 

» 契約の種類 

» 勤務時間 

» 報酬 
» 有給休暇 

» 女性の労働 

» 契約の完済と解除 
 

労働訴訟 
 

外部委託（アウトソーシング） 



何が変わったか 



  

 

 

 

 

団体交渉⇒交渉結果が法律に優先する 

 
» 憲法⇒団体交渉を認める（第7条第XXVI項）) 

 
» ＩＬＯ条約⇒労働条件の調整方法として団体交渉を奨励（第98号およ
び第154号） 
 

» 連邦最高裁判所⇒労働条件調整のために団体交渉が有効であると
認める（最高裁上訴第590,415号） 
 

» 労働法の領域における法的不確実性 

従来の状況 



  

» 交渉結果が法律に優先する⇒団体労働協約（CCT）と労使協定（ACT）は法律に優先する。  

» CCTとACTに関する審査内容  

(i) 労働裁判所が審理できるのは労働契約の基本的要素（当事者の契約能力、契約の対象

が合法であるか、、法律で定められたあるいは法律が禁じていない契約形式か等）のみ。 

(ii) 契約の対価が示されていないことは無効化の原因にはならない。 

(iii) 条項の無効を請求する訴訟においては、労働交渉の当事者である各組合は訴訟におい

て必要的共同訴訟当事者として訴訟に参加しなくてはならない。 

(iv) 条項無効化を目的とする取消訴訟は、当該条項に基づいて行われた支払の償還を伴わ

ず相殺条項も無効化せねばならない。 

» CCT x ACT⇒ ACTが常に優先される。  

» 減給あるいは勤務時間の短縮に関する規定⇒ 団体交渉の有効期間中、根拠を伴わない解雇から労

働者を保護する必要あり。 

団体交渉⇒交渉結果が法律に優先する 



- 憲法で定められた範囲内での労働時間  
- 年次の時間外勤務のアワーバンク 
- 勤務時間内の中間休憩時間 
- 雇用保護プログラム（PSE）への参加 
- 役職・賃金・職能プラン 
- 職務規定 
- 職場における労働者の代表者 
- 遠隔（在宅）勤務、待機拘束、断続勤務 
- 生産性報奨制度 
- 勤務時間の記録方法 
- 祝祭日の振り替え 
- 不衛生な職場の分類設定 
- 事前許可を伴わない不衛生な職場環境での労働時間延長 
- インセンティブプログラムでの物品あるいはサービス類の報奨供与 
- 企業の利益分配制度 

 
 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

勤務時間および中間休憩時間の取
り決めは労働安全衛生規則の対象
事項ではないので、労使団体交渉
の対象となりうる。 

交渉可能な事項の例 



- 職種判別に関する規則（労働・社会保険手帳への記述を含む） 
- 下記のもの等、憲法が保証する権利（第7条） 

 
失業保険 
勤続期間保証基金（FGTS） 
最低賃金 
夜間労働賃金が昼間勤務より高額であること 
法律による給与の保護。故意の支払留保は犯罪 
家族扶養手当 
残業手当は通常勤務時間の最低50％増し 
週次有給休日 
通常の賃金の三分の一以上の割増額の支払を伴う規定日数の有給休暇 
母親ならびに父親の出産休暇 
13ヶ月給 
 
 
 
 
 
 

  

  

  

  

  

  

  

  

交渉の対象として認められない事項 

権利を削除あるいは削減する事項 



CLT第614条3項：効力最長2年まで 

CLT第614条3項：効力最大2年まで、 失
効後の効力（ultratividade）は禁止 

高等労働裁判所判例要旨277号：条
項が労働契約に統合される。 

ADPF（基本的法規定の不履行の保護

の訴え）323/DF号：高等裁判所判例
要旨277号の効果を停止する予備判決 

団体交渉⇒ 失効後の効力（ultratividade） 



個別交渉 

CLT第444条：労働契約関係は、労働

保護の規定、適用されるべき団体労

働協約及び権限ある官庁の決定に反

しない限り、当事者の自由な規定の対

象とすることが出来る。 

CLT第444条単項：自由規定は存続す

る。但し、大学卒業で、かつ一般社会保

障制度（ RGPS ）が規定する上限の2倍以

上の給与を得る労働者は、 団体交渉が

許容される事項に関して、団体交渉と同

様に個別交渉を行うことが認められる。個

別交渉の内容は、団体交渉と同様に、法

律より優位の規定と認められ、法律上有

効な規定となる。 



契約の種類⇒遠隔（在宅）勤務 

勤怠管理⇒適用外 

定義⇒雇用者の社屋外でＩＣＴ（情報通信技術）を活用して実施される労働で、その性質上社外勤務
の特徴を持たない職務。 

事業所への単発の出勤⇒遠隔（在宅）勤務制度を失効させるものではない。 

労働契約⇒実施される業務内容ならびに機器や設備に関する責任を明記しなくてはならない。  

遠隔勤務者に対する通勤勤務制度の適用⇒契約当事者の双方の合意と契約書への追加条項の
記載が必要。 

通勤勤務者に対する在宅勤務制度の適用⇒使用者が決定するが、勤務制度変更のために最低15
日間の猶予を設けねばならない。 

労働安全衛生⇒会社は労働者に対して労働災害と疾病予防に関する指導義務を帯びる。 



契約の種類⇒ 断続的勤務 

定義⇒ 従属関係を伴う断続的な（時間、日あるいは月をまたぐ）就労の提供。 

労働契約⇒書面による契約書が必要。時間給金額を明記しなくてはならず、当該金額は最低賃金
の時間当たりの金額を下回ってはならない。 

勤務がない期間は使用者からの呼出待機時間とはみなされない。 

雇用者からの呼出⇒最低3日前 

給与⇒就労期間終了時に支払い。有給休暇＋三分の一及び13ヶ月給の当該期間比例相当金額
の支払、有給休日、法律上の割増額がある場合はその支払い、及びINSSとFGTSの毎月の納付を含
む。 

有給休暇⇒従業員は12ヶ月経過ごとに翌12ヶ月間に1ヶ月の有給休暇を取得する権利を有する。 



勤務時間⇒パートタイム 

定義⇒勤務時間が週30時間未満で超過勤務が認められない、あるいは26時間未満で超過勤務が
最大6時間まで認められる労働。 

労働時間の相殺⇒超過勤務が発生した翌週に相殺できる。相殺しない場合は翌月の給与で精算
しなくてはならない。 

有給休暇⇒CLT第130条（従業員は労働契約日から12ヶ月経過ごとに30日間の有給休暇を取得す

る権利を有する）で規定される。併せて従業員は有給休暇の三分の一を金銭に変換してで受領でき
る。 



勤務時間⇒ 相殺制度 

労働時間の相殺（CLT第59条6項、第

59-Ｂ条冒頭分及び単項 

 

時間外勤務に関して、労働時間の相殺

を個別合意において書面または暗黙的に

規定できる。ただし、相殺は発生月内に

限る。 

習慣的な時間外勤務は合意の特性を失

わせるものではない 

アワーバンク（ CLT第59条5項、第59-

Ｂ条単項 

合意は、団体交渉の場合は一年間単位

で相殺で出来、個別合意の場合は、書

面のものに関しては6ヶ月単位で相殺出来

るようなった。 

 

習慣的な残業勤務は合意の特性を失わ

せるものではない 



勤務時間 

従業員が私的な目的で会社内に留まる場合について（ CLT第４条２項） 
従業員が勤務時間終了から１０分経った後も本人の選択で事業所に残り、公道の治安悪化や悪天候から

身の安全を確保するために、またはあるいは個人的な利害のために事業所に入所・滞在する場合、使用者の

ために提供した時間とはみなさず、時間外勤務として計上されない。  

 

例⇒宗教活動、休憩、娯楽、勉強、食事、社内での制服または衣類の脱着が義務付けられていない場合の

更衣時間など。 

有給通勤時間（horas in itinere ）の廃止（ CLT第58条2項） 

従業員が自宅から会社の持ち場に到着するまで、及びその逆の帰宅に要する移動時間について、徒歩あるいは
交通手段（雇用者が提供する場合を含む）を問わず、これを勤務時間に計上しない。 



給与⇒賃金以外の手当 

賃金を構成しない各種手当（ CLT第457条及び458条5項、法律第8,212/91号第28条

9項q号） 

費用補助金、食事補助金（金銭での支給は禁止）、出張の日当、賞与及びボーナスは賃

金額から除外される。 

勤務時間中の途中休息（ CLT 第71条4項） 

無休息の勤務時間があった場合は補償金が付与されるが、今後は休息が実際に提供され

なかった分のみに対して支払われるものとする。 



有給休暇 

有給休暇を最高３回まで分割して取得できる（ CLT 第134条） 

 

1回は14日以上、その他2回は5日以上であることを条件に、従業員の合意があった

場合に限り付与される。 

 

18歳以下および50歳以上に関しても分割享受が認められるようになる。 

 



女性の労働 

女性の時間外勤務開始前の15分間の義務的休息時間は廃止。 

女性が不衛生な就労を行う際の労働の規則の改正（ CLT 第394-A条） 

女性に以下の条件で労働させてはならない。 

I – 妊娠中は、不衛生度が「高度」と分類される就労。 

II – 妊娠中は、本人の信頼のおける医師が、妊娠期間中の離職を勧告する健康診察書を

提出する場合、不衛生度が中度または低度に分類される就労。 

III –授乳期間中は、本人の信頼のおける医師が、授乳期間中は離職を勧告する健康診

察書を提出する場合、不衛生度を問わず、不衛生と分類される就労。 



契約期間の完済及び解除 

新しい契約の解除形式として、「合意に基

づく解除」を新設（ CLT 第484-Ａ条、法律

第8,036/90号第20条Ⅰ‐Ａ号 

この解除形式の特徴は、(i) 契約解除予告義務

を賠償で履行する場合、手当額は通常額の半

額 である。(ii) FGTSの罰金は上記の50％、及び  

(iii) その他の手当全額の支払い義務は通常通り

行う、というものである。また、労働者はFGTS 振

込総額の80％を引き出すことが出来る。 

 

集団解雇に関する労働組合の許可を免除す

る（ CLT 第477-Ａ条） 

労働契約解除手続きの改訂 （ CLT第477条） 

契約終了後１０日以内に労働契約解解除書（ＴＲＣＴ）を労働組合が承認する手続が廃止。使用者の義務⇒

労働・社会保険手帳への記帳、管轄当局へ解雇の届け出を行い、諸手当Oの支払を実施。 

従業員が所属する労働組合が発行する年次

の労務義務の年次決済証書の取得について

は、使用者・従業員はを任意的に取り交わ

すことができる。（ CLT第507-Ｂ条） 



裁判外合意を労働裁判所が承認し、拘束力

を持たせることを認める（ CLT第652条f

号、第855-Ｂ条から855-E条）労働訴

訟の請求内容に含まれていない事項に関し

て。 

労働訴訟 

労働法における仲裁の活用を認める（ CLT 第507-Ａ条）一般社会保険制度が定

める上限金額の２倍以上の給与を得る従業員に対して。 

訴訟上の使用者の代理人が同社の従

業員である必要がないことを明文化

（ CLT第843条1項） 

訴訟による損害の規定（悪意の訴

訟行為に対する罰則）（CLT第793-

Ａ条から793-Ｄ条）民事訴訟法

（CPC）の大半を転記したような内容で、

訴訟において故意に事実を改竄したり、

本質的な事実を怠ること生じさせた損害

に関する罰則を当事者に与え、証人に

も拡張させている。 



外部委託（アウトソーシング） 

定義⇒委託者の事業内容（主要な事業を含む）を、その実施に関する経済能力を有する私法上の
役務提供法人に委託すること。 
 
委託者の責任範囲⇒労務義務に関しては補助的な責任を持ち、労務がその事業所において、ある
いは予め契約において合意された場所において提供される場合、従業員の安全、衛生および健康を
確保する環境を提供すること。 
 
従業員に対する保証⇒労務が受託者の事業所において実施される場合またはその期間中、下記の
事項は委託者と同一の条件に従い提供されなくてはならない。 

I - a) 社内食堂で食事が提供されている場合、委託者の従業員に対しても食事が保証されること。
b) 交通手段を使用できる権利、c) 委託者の事業所内、またはこれが指定する場所において医師
または診療所における保健対応があること。d) 業務遂行に必要な場合、受託者が適切な訓練を
提供すること。 
II – 役務提供内容に適した衛生、健康維持および労働安全の条件を揃えた環境並びに施設。 



期待される効果 



法的確実性 

の向上 
雇用の拡大 

対話の促進 紛争の減少 





今後４年間の展望 

 

-労働市場の効率ランクが現状の第117位から第
86位に改善される（138ヶ国中）。 

 

- 企業競争力の増強⇒ＧＤＰ成長率に3.2％の追
加効果（年間0.8％）。  

 

- 失業率の低下が見込まれる（150万人減少）。 

* 出典: イタウ銀行が実施した世銀アナリストによる世界経済フォーラム作成のグローバル競争力に関するレポートをベースにした調査 



さらに知りたい方は 



ありがとうございました 

www,relacoesdotrabalho,com 
 


